
企画総務委員会案件表 

 

１ 日  時  令和６年１２月２日（月）午前１０時 

２ 場  所  江東区議会（全員協議会室） 

３ 議  題  

(1) 議案第 110 号 辰巳運河潮風の散歩道整備工事請負契約 

(2) 議案第 111 号 議決を得た契約の契約変更について 

(3) 議案第 112 号 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関

する条例 

(4) 5 陳情第 16 号の 1 化学物質過敏症や電磁波過敏症、および感覚過敏（ＬＥＤ

等の強い光や香料などのにおい、工事や車等の大きな音）

の障害者支援に関する陳情（継） 

(5) 5 陳情第 28 号 閉園された区立幼稚園を、園庭のない近隣保育園や地域住民に

開放を求める陳情（継） 

(6) 5 陳情第 30 号 パートナーシップ制度に関する陳情（継） 

(7) 5 陳情第 32 号 パートナーシップ条例の制定を求める陳情（継） 

(8) 5 陳情第 33 号 人権委員会の設置を求める陳情（継） 

(9) 5 陳情第 34 号 人種差別禁止条例の制定を求める陳情（継） 

(10) 5 陳情第 36 号 包括的差別禁止条例の制定を求める陳情（継） 

(11) 5 陳情第 44 号 江東区議会として日本政府に核兵器禁止条約の署名・批准を求

める陳情（継） 

(12) 5 陳情第 54 号 江東区の全公共施設使用料について引き下げを行うことと減価

償却による算定をやめることを求める陳情（継） 

(13) 5 陳情第 57 号 公共施設である庁舎内において政党機関紙の勧誘・配達・集金

を自粛するように求める陳情（継） 

(14) 5 陳情第 69 号 同性パートナーシップ制度を創設しないよう求める陳情（継） 

(15) 5 陳情第 71 号の 1 ＬＧＢＴ理解増進法の慎重な運用を求める陳情（継） 

(16) 5 陳情第 101 号 地方自治法第 99 条の規定により「性的指向及びジェンダーア

イデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する

法律（ＬＧＢＴ理解増進法）」の慎重な運用を求める意見書

を内閣総理大臣岸田文雄宛に提出することの陳情（継） 

(17) 5 陳情第 108 号の 1 「入札契約制度に関する事項等」に関する陳情（継） 

(18) 5 陳情第 109 号の 1 区が区民に対して公営火葬サービスを提供していないこ

とに関する陳情（継） 



(19) 5 陳情第 118 号 区民に寄り添わないお役所仕事の江東区役所「広聴」業務の

抜本的改革・是正と、濫用されてきた「区長への手紙の取扱

いに関する要綱」第 7 条 3 項の廃止に関する陳情（継） 

(20) 6 陳情第 9 号 「江東区版パートナーシップ制度」を当初のスケジュール通り

に制定するよう強く求める陳情（継） 

(21) 6 陳情第 11 号 「クリーンで公正な区政」への転換を目指し、区民的立場で区

政に対する不平、苦情、提言等の処理や監視と救済を行なう総

合オンブズマン制度導入を求める陳情（継） 

(22) 6 陳情第 12 号 地方自治法改正の中止・見直しを求める日本国政府への意見書

の提出を求める陳情（継） 

(23) 6 陳情第 17 号 「日本電信電話株式会社等に関する法律の廃止」並びに「日本

電信電話株式会社の株式売却中止」を求める日本国政府への意

見書の提出を求める陳情（継） 

(24) 6 陳情第 20 号 幼保の制度の違いを超えた総合的な保育施策の実現に関する陳

情（継） 

(25) 6 陳情第 30 号 公契約条例制定を求める陳情（継） 

(26) 6 陳情第 46 号の 1 セクシュアルマイノリティの人権推進に係わる陳情（継） 

(27) 6 陳情第 49 号 江東区会計年度任用職員の処遇改善を求める陳情（継） 

(28) 6 陳情第 53 号 パートナーシップ条例の見直しを求める陳情（継） 

(29) 6 陳情第 62 号 江東区版パートナーシップ制度条例に関する陳情 

４ 報告事項  

(1) 江東区行財政改革計画（後期）の策定について 

(2) 令和７年度 組織改正（案）について  

(3) 江東区新庁舎建設基本構想（素案）について 

(4) 江東区ホームページのデザインリニューアルについて 

(5) 江東区シティプロモーション基本方針（素案）について 

(6) 自治体情報システムの標準化について 

(7) （仮称）江東区ＤＸ推進計画（素案）について  

(8) 災害見舞金の贈呈について 

(9) 東京大空襲被災８０周年こうとう平和のつどいの実施について 

(10) 専決処分した事件の報告について（和解及び損害賠償額の決定）  

(11) 契約制度の改正について 

(12) 契約状況調書について 

 


